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「マルクス派最適成長論」の現実性と

価値・価格問題

金江 亮

I はじめに

本稿は，大西・山下 [2003J，山下・大西 [2003Jが提起した「マルクス派

最適成長論jモデルの現実性に関わる論点と，それが「マルクス・モデル」と

呼ぶにふさわしいものかを評価する重要ポイントとしての価値・価格問題を論

じる。この「マルクス派最適成長論」モデルは，産業革命による技術変化が

「資本蓄積を第一義的課題とする社会」として定義された資本主義を必然化す

るが，その後の長期に亘る資本蓄積の進行がやがてその課題を不要化し， した

がって資本主義の終鷲をもたらすということを主張する壮大な「史的唯物論モ

デル」として構成されている。こうした「史的唯物論」的内容をモデルの形で、

定式化しようとしたものは過去に存在しないので，これがそれにふさわしいも

のであるかを検討することは極めて重大な意義を有する。そして，実際に，こ

れらのモデルには，いくつかの非現実的な課題があり，その解消は不可欠であ

る。また， [""マルクス・モデルJと呼ぶためには価格体系と価値体系との対応

を求めなければならない。

さらに具体的に表現すると次のようになる。この「マルクス派最適成長論」

モデルは， (1)本源的生産要素は労働のみ (2)資本財部門と消費財部門の 2部

門モデル (3)個人の長期の最適化行動によって特徴付けられるモデルである。

そして，これらの先行研究で得られた主要な結果をまとめると，次のようにな

る。
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『社会には消費財生産部門と資本財生産部門があり，消費財部門では資本と

労働を用いて消費財を生産する。資本財部門では労働のみを用いて資本財を生

産する。 (i)減価償却のない場合には 労働は資本財・消費財の生産にそれぞ

れ用いるのであるが，その比率は初期には資本財生産の比率が高いが，時間が

進むにつれ消費財生産の比率が高くなっていき，定常状態ではすべての労働が

消費財生産にまわされ，資本蓄積は停止する。 (ii)減価償却のある場合には，

同様に初期には資本財生産の比率が高く，時聞が進むにつれ消費財生産の比率

が高くなっていき，定常状態では減価償却補填分の資本財生産のみ行われる。』

ここで，疑問が湧く。第一に 資本財生産が労働のみによってなされると仮

定されているが，これは非現実的である。資本財生産においてこそ，より多く

の資本財が使用されているので，この非現実的仮定は放棄されねばならない。

また第二に，この定式化は社会計画者の最適化行動としての定式化であり，こ

れもまた現実の資本主義にとって非現実的である。現実経済では，企業が利潤

極大化原理で行動しているのであるから，その仮定に転換されなければならな

い。最後に第三に， Iマルクス・モデル」と呼ぶためには労働価値説との関係

もより明確化し，よって価値・価格の両体系の整合性問題が論じられなければ

ならない。

そこで，資本財生産が労働のみによってなされる「マルクス派最適成長論」

モデル(基本モデル)とは異なり，資本と労働でなされるモデルを「拡張モデ

ル」と呼ぶことにし，第E節において分権経済を考える。そして，それらの結

果から価値と価格の関係を調べることとする。最後に第皿節で結論を述べる。

ただし，本論文では価値・価格の関係はすべて定常状態でのみ考えるO また

本文中で，各変数は時間 tの関数であるが，煩雑さを避けるため tは省略する。

11 資本財が資本と労働によって生産される場合(拡張モデル)

先行研究の大西・山下 [2003J，山下・大西 [2003Jのモデル(基本モデル)

では，資本財が労働のみによって生産されると仮定されていた。しかし通常，
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資本財生産部門の方が資本の有機的構成が高く，資本が労働のみで生産される

との仮定は強すぎるので，それを考慮してみたい。すなわち，本節では資本財

生産が資本と労働によってなされる拡張モデルを考える。

また，本稿では本源的生産要素は労働のみと考えているが，それは生産=労

働の主体である人聞が最終的に保有している「投入要素」が労働であり，それ

と対比される資本がその二次的生産物であるからである。自然界には人間の意

志とは独立に様々な物理的化学的生物的運動が日々生じているが，その「運動

=変化J自体はここで対象とする「生産活動」ではない。人聞が人間の意志で

あるものを自然界に投入し，それによってある有益なものを取りだす。その際

に「投入するもの」は本源的には労働のみであるとし、う趣旨である。

この意味で，資本が資本と労働で生産されるとしても，本源的生産要素は労

働のみであると考えられる。

1 分権経済

基本モデルでは，資本財生産が労働のみでなされている。この条件を緩和し

て，資本財が資本と労働によって生産される拡張モデルにおいて価値と価格と

の関係を調べる。以下の数式において時刻 tを省略するが，説明上の都合で明

記することもある。また，定常状態での値を*をつけて表す。

各企業の生産関数を

資本財生産企業

I(K1， L1)ニ AKfVcα

K=I-dK 

消費財生産企業

C(K2， L2) =BKf L1-β 

とし，資源制約を

資本供給

K1十K2=K

( 1 ) 

( 2 ) 

( 3 ) 

(4 ) 
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労働供給

L1十L2=L ( 5 ) 

とする。

家計の単期ごとの効用はlogCであり，通時的効用は単期ごとの効用の割引

価値の総和(積分)である。

u= 1000 e-pt log Cdt ( 6) 

ここで C:消費財 1:投資財 K:資本財 L:労働(定数) d>O:減価

償却率 ρ>0:時間選好率(定数)であり，Kは時間微分を表す。また， 0 

三三L1'L2sL， 0三三Kl， K2三三Kである。家計は通時的効用を最大化するように行

動する。

消費財価格を 1に基準化し，p:資本財価格 R:資本のレンタル率 ω:賃

金率とする。

各企業は以下の最適化行動を行う。各時刻 tにおいて 資本財企業は価格・

要素価格{P(の，R(t)，ω(t) }を所与として，投入K1(t)， L1 (t)を，単期の利潤

π1 (t)が最大になるように選択する。

w.a~ ，1[1 (t) = __ w.ax" {P(t) I(t) -R (t) K1 (t) -W(t) L1 (t)} ( 7 ) 
K，(t)，L，(t) K，(t)，L，(の

また各時刻 tにおいて消費財企業は，要素価格 {R(t)，ω(t) }を所与として，

投入 K2(t)， L2 (t)を，単期の利潤 π2(t)が最大になるように選択する。

maxπ2(t) = max {C(の-R(t)Ki(t)一ω(t)L2(t)} (8) 
K2(t)， L2(t) K2(t)， L2(t) 

ここでは簡単のため，両企業共に投資の調整費用を考えていない。

単期の利潤最大化の 1階条件より，

月押 免押ー
~~~1 =0. ~~: =0 ~佑1=CK2=R (9) 
oK1 ~'ÔK2 
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九押1 ~ a1C? 
~~l =0. ~~~ =0 ~品1=CL2=ωaL
1. 

~， aL2 
、、t
ノ
ハU
司
E
よ

/
l
、、

が得られる。生産関数が一次同次であることから，均衡では両企業共に利潤は

Oになることが分かる。 (9)の右辺の意味は， I資本の限界1単位当たりの資

本財生産額=資本の限界1単位当たりの消費財生産額=資本のレンタル率」で

あり， (10)の右辺の意味は「労働の限界1単位当たりの資本財生産額=労働の

限界1単位当たりの消費財生産額=賃金率」である。

資本市場の裁定条件は，以下のようになるO ρを銀行に預けた場合の利子は

ゆであり， ρで資本財を買った場合は，資本を貸すことによる収入Rと，

キャピタルゲインまたはキャピタルロスpを得る。また，減価償却は5だが，

これは価格ではめなので，rt=R-dρ+tがなりたつ。これを書き直して，

FE-5十五
ρρ  

(11) 

である。

家計の予算制約式は

a(のニr(t)α(t)+ω(t)L-C(t) (12) 

である。ただし，資産を α(t)(=ρ(t)K(の)で表している。資産の増分は，利

子と労賃から消費を差しヲ!いたものに等しいということである。

各時点tにおいて，家計は当期の資産・利子率・賃金率 {α(t)，r(t)，ω(t) } 

を所与として，この予算制約式(12)の下に，通時的効用(6 )を最大化するよう

に，消費量C(のを選択する。

TrfeーペogC(t) 
S.t. a(t) = r(t)α(t) +w(t)L-C(の

経常価値ハミルトニアンは

H=logC+μ(ra+wL-C) 

となる。ここでμは資産αのシャドウプライスである。

(13) 

(14) 
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1階条件は

(15) 

(16) 

_ _ ..1.1.¥ C(t) ~ +~ '7 .，_ 
この 2式から，各時点で ρ=r(t)一一一ーとなる」とが導かれる。(定常状態
ハ ド C(の

ではさ=0となるため， ρ=rとなり時間選好率が利子率と等しくなることに

注意。)

8H . __μ 
万示 ρμ-μ977ρ-r

(17) 

このことと，資本市場の裁定条件から各時点で

ρ+乏=lL-o十五
Cρρ  

が成り立つが，特に定常状能では玉三五がOになるので，
'<0.、 C'ρ

R* 
ρ=ー-:--0。平 (18) 

となるが，R=ρんなので，

(19) Ilt=ρ+0 

が成立する。一方， (9) (10)を辺々割ると，企業聞での技術的限界代替率均等

CK _ IK _ R 

CL IL ω 

を意味する

(20) 

これに(19)を代入すると，

*
L
 
C
 

L
「
r
l
 

*
K
 c
 

l
一日

が得られるので，

(21) 

が成立する。大西 [2005J，大西・藤山 [2003Jでも同様の式があるが，減価

償却率が入っていないため この式は若干の拡張になっているO

( 4 ) ( 5 ) (20) (21)から定常状態での資本財・労働の各生産部門における比率
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が求まる。

K*: Kt: K; 

= {d(l-α)+ρ(l-s)} : sd(l-α) : (l-s) (ρ+d-αd) 

=(ρ+d) :αd : (ρ+d一αd)

この式と，定常状態ではK=Oであることから得られる資本財生産の式 dK

(22) 

L* : Lt: 1-;，* 

=I(Kr， L1) から，資本労働比率が求まる。

β(1-α)(ρ+め (Aα1己E
α{ρ(l-s)十d(l-α)}¥ρ+dJ (そ)* (23) 

時間選好率ρが低いほど，減価償却率5が低いほど，資本財生産部門の生

産性Aが高L、ほど，定常状態での資本量が多くなることが分かる。また，こ

の拡張モデルにおける資本労働比率は基本モデルと比べて 消費財生産部門の

生産性Bが資本蓄積水準に影響を及ぼしていないのは同様であるが， で方

消費財生産部門のパラメータ戸が影響しているのが異なる。基本モデルでは

資本財生産部門のパラメータのみによって資本労働比率が決まっていた。 (23)

から，消費財生産関数において資本の生産に対する弾力性Pが大きいほど，

資本蓄積水準が大きくなることが分かる。消費財生産に用いられる資本は，直

接には資本財生産には関わらないが，長期定常状態における資本蓄積水準に関

わってくることが分かる。

ただし基本モデルの場合と違って，移行経路を具体的に計算するのは難しい。

また，時間選好率が高いと経路が不安定となる。ここでは簡単に，時間選好率

は十分0に近いとしておく。

安定性について

(22) (23)から，定常状態の存在が分かるが，初期資本量に依存せずに (i)定

常状態における資本量が一意に決まること (ii)定常状態に近づいていくこと

補足

これは， Benhabib， Nishirnura [1979Jにおいてー(安定性)が問題である。
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般的な n部門モデルで，社会計画者の最適化解の場合に示されている。

本稿の 2部門モデルでの競争均衡解は，

(a) 価格・要素価格 {p(t)， R (t)， w (t) }を所与として資本財企業が最適化

(( 7 )式)

(b) 要素価格 {R(t)，w(t)}を所与として消費財企業が最適化((8 )式)

(c) 資産・利子率・賃金率 {α(t)，r(t)， w(t)}を所与として家計が最適化

( (12)式)

上記3つをみたす配分

{P(t)， r(t)， R(t)， w(t)，α(t)， K1(t)， Kz(t) ， K(t) ， L1(t)， Lz(t) ， C(t)， I(tHごo

として求まるが，本モデルでは外部性が存在しないため，そのうちの実物財の

資源配分 {K1(t)，Kz(t) ， K(t) ， L1(t)， Lz(t)， L(t) ， C(t)， I(tH:o 

が社会計画者の最適化解と一致するので， Benhabib， Nishimura [1979Jの結

果から時間選好率が十分0に近いと前提すれば (iXii)が成り立つことが分かる。

また，各時点での実物財の資源配分から， (9) (10) (11)より名目変数である価

格・要素価格 {P(t)，r(t)， R(t)， w(t)立。の配分も決まる。

2 価格と価値

さて，定常状態において価値・価格の関係を求めよう。

(7)(8)は均衡ではOになるので，資本レンタル率 R*=ρ*(〆十d)に注意

すると

ρ*(r*十d)Kr+ω*Lr=ρ*dK* (24) 

p*(川+d)Kt+がL;.*=C* (25) 

となる。これは以下のことを意味している。

資本財生産部門では，資本Krと労働Lrを投入して資本財 dK*を産出する。

価格で表すと，資本のレンタル費用がR*Kr，労働への支払いがω*Lr，産出

はρ*dK*となるが， レンタル費用 R*Krはさらに調達費用ρ*dKrと利子

f〆Krに分解できる。消費財生産部門も同様に解せる。
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(24) (25)より

1ーか*+めK'tLt-(r*Kt-dKf)Il 
p* C*Lt 

(26) 

次に価値を考えよう。資本財1単位当たりの価値を t1.消費財 1単位当たり

の価値をらとする。

資本財生産部門では，生産において移転される資本財の価値がttdKtであり，

労働がLtだけ投入され，産出される資本財の価値はttdK*である。消費財生

産部門では，生産において移転される資本財の価値がttaK'tであり，労働が

Llだけ投入され，産出される消費財の価値はt'tC*である。

よって，次が成り立つ。

この 2式から，

となる。

(29) (30)より

よって

ttaKt4ヤロ=ttdK*
ttdK;キ泣=t'tc*

t，*=一旦
晶 dK't

t'!=ーι
c* 

t't _ dK't L 
tt C* Lt 

1 I t't _ (r*十めK'tLt，ーか*Kt-dKf)Ll
ρ* tt dK'tL 

となるが， (22)より

1 I t't _ρ(1-α) +d(l-α) 
一一
ρ* tt ρ(l-s) +d(l-α) 

(27) 

(28) 

(29) 

(30) 

(31) 

(32) 
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1-αI 1-α o(l-s)-(1-α) 
一一一
1-s . 1-sρ(1-s) +0(1-α) 

となる。 (33)より，価値と価格が一致するとき，

1 ，t;-
でご/そ=1tρ(α-s)=O 

(33) 

ρ平 ti 。ρ=0または α=s (34) 

1 げや?"aa 1 -r g..c; 
となる。このことと一ご/一てかρ人関して単調減少であり，(F→0のときーτ/
ι*ρ平tiρ平

? となるこ山， (i)利子率=時関節約がOに近肋ば近いほど，

価値と価格が近似的に等しくなる (ii)資本財部門 消費財部門の両部門にお

いて資本の有機的構成が等しいとき価値と価格は一致するという 2つのことが

分かる。最適成長モデルの定常状態は従来の数理マルクス研究における線型モ

デルと解することができることが分かる。

従って，時間選好率がOに十分近いと前提すれば，価値と価格は定常状態に

おいて近似的に等しいと考えられる。(一般に最適成長論においては最適経路

の安定性の条件を満たすために 時間選好率はOに近いと仮定するのが普通で

ある。)つまり，マルクスの労働価値説は時間選好がなければ成立している。

しかし時間選好率がOでなければ厳密には価値と価格は一致しない。価値と

価格との希離の原因が時間選好にある可能性があることが分かる。

なお，本稿では定常状態でしか価値と価格の関係を考えていない。これは簡

単化のためであるが たとえば日本のように資本蓄積の歴史的課題を終了した

と考えられる社会はすでにこの段階に達しているという意味で九現実に存在

しない社会を対象としているわけではない。つまり 本稿のここでの結論は資

本蓄積の課題を終了した先進諸国ないし共産主義において価値と価格は一致し

ないことを示したものと言える。それに到る過程でももちろん一致しなし、から，

価値と価格は成長経路でも， またこのような定常状態でもともに一致しないこ

とを本稿は導いたことになる。

これは大西 [2007]の認識である。
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量五
回ロ結111 

本稿で得られた帰結は次の通りである。

資本財生産に資本財が用いられる拡張モデルでは，基本モデルとは違って

定常状態における資本労働比率に，消費財生産関数のパラメータが影響して

くる。しかし，その場合でも消費財生産における資本の弾力性3が大きいほど

資本蓄積水準が大きくなるO 消費財生産に用いられる資本は，直接には資本財

生産には関わらないが 長期定常状態における資本蓄積水準に関わってくる。

(1) 

定常状態の近くでは 最適成長モデルを線型モデルとみなして労働価値説

を論じることができる。その結果 時間選好率が0に近ければ労働価値説が

近似的に成り立っているが 時間選好率がOに近くなければ価格と価値は希

離する。価値と価格の不一致の原因は時間選好にある可能性がある。

がって価値と価格は，先進諸国ないし共産主義において一致せず，

る過程でももちろん一致しない。

たし

それに到

(2) 

本稿での価値の計算は，長期定常状態において行った。定常状態では，毎期

の減価償却量と資本財生産量が一致しており，消費財生産量も一定である。最

適成長論における定常状態において，従来の数理マルクス研究における線型モ

デルが成り立っていると解釈することが出来る。線型モデルはこれまで多く研

それを最適成長論の枠組みの中でも位置づけられるというの

は重要である。というのは，一般に他の最適成長モデルにおいても定常状態で

線型近似することにより，価値・価格の関係や，価値の動学を論じられるので

究されているが，

ミクロマルクスの価値・価格にはなし、かと予想されるからである。これは，

的な基礎付けを与えうることにもなる。

Shinkai [1960J， Uzawa [1961Jでは，資本家は投資し，労働者は消費する

と行動が外生的に決められている。 Morishima[1973Jでの森嶋・シートン方

程式はその条件の下に成立する価値と価格の関係式である。 Benhabib，Nishi-

mura [1979Jでは，一次同次な生産関数をもっ多部門最適成長論が社会計画者
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の最適化の場合に扱われているが，価値が扱われていない。

つまり，本稿は Benhabib，Nishimura [1979]を2部門モデルの場合に，従

来の数理マルクス研究の成果との接合の可能性を示したことになる。
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